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　　　　　新型インフルエンザの県内発生に備えた対応について（通知）

　平成２１年５月１６日の国内における新型インフルエンザの患者発生を受けて、同日開催された政府の新型インフルエンザ対策本部幹事会において「確認事項」が発出されました。

県では、この「確認事項」「確認事項Ｑ＆Ａ」並びに厚生労働省関係課からの事務連絡「新型インフルエンザに対する社会福祉施設等の対応について」（平成２１年５月１６日付け）及び「新型インフルエンザに対する社会福祉施設等の対応について（追加）」（平成２１年５月２０日付け）を踏まえ、「県内発生期」に備え、社会福祉施設等への臨時休業の要請について、現時点において別紙のとおり方針を定めましたので、御了知の上御協力をよろしくお願いします。

なお、社会福祉施設等対応ガイドラインや施設内のマニュアルに従い、下記の感染防止対策及び準備に更に万全を期するよう、各施設に周知してください。
記

1． 国内発生期における感染拡大予防措置

（１）新型インフルエンザの発生に関する正確な情報の共有化

（２）患者発生地域への出張等の自粛
（３）職員、利用者に対する健康観察及びインフルエンザ様症状の早期発見

（４）インフルエンザ様症状がある場合の発熱相談センターへの速やかな相談

（５）施設内の消毒、換気、加湿等感染防止のための環境整備

（６）マスクの着用、施設に入る前後の手洗い、咳エチケットの励行

2． 県内発生に備えた準備
【共通】

○罹患等により一時的に多数の職員が欠勤した場合に備えた施設運営体制の確認

○集団活動、施設外活動、行事等の中止の検討
【入所施設】

　　○利用者の外泊制限の検討

○利用者の一時帰宅の意向の確認及び実施の検討
○個室管理が行える部屋等の選定
　　○病院に入院できない場合を想定した、施設内での隔離体制の確認

　　○家族等の面会の自粛に関する事前説明
○職員の健康管理及び外出自粛の徹底方法の検討
【居宅系サービス】

○職員が罹患した場合のサービス提供の一時中止又は通所施設等におけるサービス提供の縮小、臨時休業（一時中止、新規受入れ中止）の検討

○サービスを縮小、中止した場合のケアプラン作成者への速やかな連絡体制の検討

○サービスを縮小、中止した場合の代替サービスの確保の検討

３．通所施設等の臨時休業に伴う対応
患者や濃厚接触者が活動した地域等の施設・事業所には、県又は市町村から臨時休業を要請しますので、特段の配慮をお願いします。
①保育所、通所施設・通所系サービス：原則、一時中止
　　　②短期入所施設：原則、新規の利用者の受入れを中止
　　　〔臨時休業が想定される施設・事業所の例〕

　　　　○高齢者が利用する施設
　　　　・通所介護

　　　　・通所リハビリテーション

　　　　・認知症対応型通所介護

　　　　・小規模多機能型居宅介護の「通い」部分　

　・短期入所生活介護（※新規に利用する場合）

　・短期入所療養介護（※新規に利用する場合）

　　　　○障害児・者が利用する施設
　　　　・就労支援事業等の日中活動を行う障害福祉サービス事業所
　　　　・通所授産施設

　　　　・知的障害児通園施設

　　　　・短期入所（※新規に利用する場合）
　　　　○児童が利用する施設
　　　　・保育所

　　　　・児童館
　　　　・放課後児童クラブ

③訪問系サービス

　　　　通所系サービスからの切り替えが想定されることから、ヘルパー不足を防ぐため、緊急
度・必要性の高い在宅サービス等に限定したサービス提供及びケアプラン作成者への速や
かな連絡
　　④居宅介護支援（相談支援）サービス
　　　在宅の生活が困難になるなどやむを得ない場合、利用者との協議により、通所系サー
ビスから訪問系サービスへの切り替え
※「確認事項」「確認事項Ｑ＆Ａ」並びに厚生労働省関係課からの事務連絡「新型インフルエンザに対する社会福祉施設等の対応について」（「平成２１年５月１６日」付け及び「平成２１年５月２０日」付け）は、次の厚生労働省ホームページを参照してください。

　　　アドレス：http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/kenkou/influenza/index.html
　

　　　　

新型インフルエンザ関連（緊急・重要）





《県健康福祉部の担当課》


○老人福祉施設・介護保険施設、事業所：高齢者福祉課


（電話　0852－22－5204　FAX　0852－22－5238）


○障害児・者施設、事業所：障害者福祉課


（電話　0852－22－5239　FAX　0852－22－6687）


○児童福祉施設：青少年家庭課　（電話　0852－22－5645　FAX　0852－22－6045）


○救護施設・社会事業授産施設：地域福祉課


（電話　0852－22－5234　FAX　0852－22－5448）








